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ま え が き

現代を生きる私たちは、政治・経済・文化・情報・科学・技術など様々な面において

状況が絶えず変化する社会の中にいます。今後も、少子化・高齢化の急速な進行や、グ

ローバル化にともなう国際競争の激化、地球規模での環境の変化等が予想されるととも

に、世界的に知識基盤社会へと移行しつつあり、新しい知識・情報や的確な判断力、コ

ミュニケーション能力等を身に付けることの重要性がますます増大していくものと思わ

れます。

そのような中で「基礎・基本を確実に身に付け、いかに社会が変化しようと、自ら課

題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する

資質や能力」をもち、あわせて「自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いや

る心や感動する心などの豊かな人間性」や「たくましく生きるための健康や体力」を備

えた人間を育成すること、つまり「生きる力」をもつように子どもたちを教育すること

が求められています。

高等学校においては、平成25年度入学生より新しい学習指導要領が全面実施となって

います。この新学習指導要領では、「生きる力」を育むためには、「基礎的・基本的な知

識・技能」の習得と、それらを活用して課題を解決するために必要な「思考力、判断力、

表現力等」の育成をバランスよく行うことが重要であるとしています。また、｢主体的

に学習に取り組む態度」の育成も大切です。これらのいわゆる学力の三要素をバランス

よく育成するためには、指導を計画的に行うとともに、ＰＤＣＡサイクルに基づく工夫

改善を進めていく必要があります。そのためには、学習の評価についても、計画的に多

角的な観点から生徒を評価するとともに、その評価を次の指導の改善につなげる「指導

と評価の一体化」を図ることが求められています。

これらの求めに応じるためには、より一層の学習指導の工夫・改善が必要となります。

栃木県総合教育センターでは、平成17年度から「高等学校における教科指導の充実に関

する調査研究」を行ってきました。平成25・26年度は、学習指導要領の改訂の趣旨を踏

まえるとともに、指導と評価の一体化を図るための工夫改善についての調査研究に取り

組み、今年度は、地理歴史・公民科、外国語（英語）科、農業科、工業科、商業科の各

教科において実施しました。教科指導を充実させるために、本冊子を活用し、生徒の学

力向上に向けた取組の成果を上げていただきたいと願っています。

最後になりますが、調査研究を進めるに当たり、御協力いただきました研究協力委員

の方々に深く感謝申し上げます。

平成27年３月

栃木県総合教育センター所長

長 野 誠
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Ⅰ 本調査研究の背景

今年度の「高等学校における教科指導の充実に関する調査研究」は、平成21年告示の高等学校学習

指導要領の改訂の趣旨を踏まえるとともに、「指導と評価の一体化」等の各教科に求められている課題

解決を図るための教科指導の在り方を探ることに重点を置き、地理歴史・公民科、外国語科（英語）、

農業科、工業科及び商業科で実施するものである。

各教科で調査研究した内容を次章以降に提示するに当たり、まず、平成21年告示の高等学校学習指

導要領改訂の基本的な考え方及び学習評価の在り方について整理する。

１ 学習指導要領改訂の基本的な考え方

(1) 教育基本法の改正から、学習指導要領の改訂までの流れ
ア 教育基本法の改正（平成18年）

「科学技術の進歩・情報化・国際化・少子高齢化・核家族化」「価値観の多様化」「社会全体

の規範意識の低下」など、昨今の教育を取り巻く環境の変化を受けて、平成18年に教育基本法

が約60年ぶりに改正された。

新しい教育基本法では、「人格の完成」や「個人の尊厳」など、これまでの教育基本法の普遍

的な理念は大切にしつつ、時代の変化に即した内容を盛り込みながら、

○ 知・徳・体の調和がとれ、生涯にわたって自己実現を目指す自立した人間

○ 公共の精神を尊び、国家・社会の形成に主体的に参画する国民

○ 我が国の伝統と文化を基盤として国際社会を生きる日本人

の育成を目指している。

イ 学校教育法の改正（平成19年）

教育基本法の改正を受けて、学校教育法をはじめとする教育に関係する諸法令が改正された。

平成19年に改正された学校教育法では、新たに「義務教育の目標」が規定された。また、小・

中・高等学校等においては、「生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技

能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表

現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなけ

ればならない」と定められた（第30条第2項、第49条、第62条等）。

ウ 中央教育審議会答申（平成20年）

新しく明確にされた教育の基本理念を受けて、平成20年１月に中央教育審議会答申「幼稚園、

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」が出された。

この答申では、知識基盤社会への移行や、グローバル化による国際競争の激化等、大きく社会

構造が変化する中で、ますます「生きる力」が重要であるとしている。

また「生きる力」を支える「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」の調和を重視するとと

もに、学力の重要な要素は「基礎的・基本的な知識・技能の習得」「知識・技能を活用して課題

を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等」「学習意欲」の三つであるとした。

エ 高等学校学習指導要領改訂（平成21年）

以上の法改正及び答申を受けて、平成20年には小・中学校の、平成21年には高等学校・特別

支援学校の学習指導要領が改訂された。小・中学校においてはそれぞれ平成23・24年度から一

斉実施、高等学校においては原則として平成25年度入学生から年次進行で実施されている。な

お、総合的な学習の時間や数学、理科など一部の教科等では先行実施されている。
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(2) 学習指導要領改訂の基本的な考え方
今回の学習指導要領の改訂は、平成20年１月に出された中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、

中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」に基づいている。この答

申の中では、学習指導要領改訂の基本的な考え方として、改正教育基本法等で示された教育の基

本理念を踏まえるとともに、

① 「生きる力」という理念の共有

② 基礎的・基本的な知識・技能の習得

③ 思考力・判断力・表現力等の育成

④ 確かな学力を確立するために必要な授業時数の確保

⑤ 学習意欲の向上や学習習慣の確立

⑥ 豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実

の６点を挙げており、その中でも、特に、②を基盤とした③、⑤及び⑥が重要としている。

これらをまとめると、

◇ 大きく変化する社会に生きる中で必要とされる「生きる力」を育むため、「確かな学力」

「豊かな心」「健やかな体」の調和のとれた教育をすること 【生きる力】

◇ 「確かな学力」を身に付けるためには、「基礎的・基本的な知識・技能の習得」と、それ

らを活用して「課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等の育成」をバラン

スよく行うこと 【習得と活用】

◇ 「学習意欲」を高め、家庭学習も含めた「学習習慣の確立」を図ること

【学習に取り組む態度】

などが主なポイントとして挙げられる。

２ 学習評価の在り方

平成22年３月に、中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会において、「児童生徒の学習評

価の在り方について（報告）」（以下「報告」という。）がとりまとめられた。その中で、「学習評価

の意義と学習評価を踏まえた教育活動の改善の重要性」について、次のように述べられている。

○ 学習評価は，児童生徒が学習指導要領の示す目標に照らしてその実現状況を見ることが

求められるものである。学習指導要領は，各学校において編成される教育課程の基準とし

て，すべての児童生徒に対して指導すべき内容を示したものであり，指導の面から全国的

な教育水準の維持向上を保障するものであるのに対し，学習評価は，児童生徒の学習状況

を検証し，結果の面から教育水準の維持向上を保障する機能を有するものと言える。

○ また，従前指導と評価の一体化が推進されてきたところであり，今後とも，各学校にお

ける学習評価は，学習指導の改善や学校における教育課程全体の改善に向けた取組と効果

的に結び付け，学習指導に係るPDCAサイクルの中で適切に実施されることが重要である。

特に、「教育水準の維持向上を保障する」という観点で学習評価を見ることは重要であり、単に生

徒の成績を付けるために学習評価があるのではないことに留意する必要がある。
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(1) 学習評価の基本的な考え方
先ほど述べた「報告」を受けて、同年５月に、文部科学省初等中等教育局長通知「小学校，中

学校，高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について

（通知）」（以下「改善通知」という。）が出された。

「改善通知」では、「学習評価の改善に関する基本的な考え方」を次のように述べている。

○ 学習評価を通じて，学習指導の在り方を見直すことや個に応じた指導の充実を図ること，

学校における教育活動を組織として改善することが重要であること。その上で，新しい学

習指導要領の下における学習評価の改善を図っていくためには以下の基本的な考え方に沿

って学習評価を行うことが必要であること。

【1】 きめの細かな指導の充実や児童生徒一人一人の学習の確実な定着を図るため，学習

指導要領に示す目標に照らしてその実現状況を評価する，目標に準拠した評価を引き

続き着実に実施すること。

【2】 新しい学習指導要領の趣旨や改善事項等を学習評価において適切に反映すること。

【3】 学校や設置者の創意工夫を一層生かすこと。

また、「報告」においては、

○ 学習状況を分析的に見る「評価の観点」については，成績付けのための評価だけでなく，

指導の改善に生かす評価においても重要な役割。

○ そのため，今回，学習指導要領等で定める学力の3つの要素に合わせ，評価の観点を整

理することとし，概ね，

【1】 基礎的・基本的な知識・技能は「知識・理解」「技能」において，

【2】 これらを活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等は「思

考・判断・表現」において，

【3】 主体的に学習に取り組む態度は「関心・意欲・態度」において，

それぞれ評価を行うことと整理。

○ 各教科の評価の観点は上に示した観点を基本としつつ教科の特性に応じて設定。

としており、簡潔に言えば次の３点、

◇ 観点別学習状況の評価の実施

◇ 目標に準拠した評価（いわゆる絶対評価）の実施

◇ 指導と評価の一体化

の更なる充実が求められている。

なお、「報告」では、高等学校における学習評価の現状と課題として「（高等学校においては）

小・中学校ほど十分な定着は見られない」と指摘し、高等学校においても、評価による指導の改

善を図るとともに、評価を通じた教育の質の保証を図るため、観点別学習状況の評価を推進して

いくことが必要であるとしている。ただし、高等学校においては、各学校の生徒の特性、進路等

が多様であることへの配慮も必要としている。
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(2) 観点別評価
これまで述べてきたとおり、学力の三つの要素を適切に評価するために、原則として四つの観

点で学習評価を行うことが求められている。

学力の三つの要素 学習評価の観点

「知識・理解」
○ 基礎的・基本的な知識・技能

「技能」

○ 知識・技能を活用して課題を解決する
「思考・判断・表現」

ために必要な思考力・判断力・表現力等

○ 主体的に学習に取り組む態度 「関心・意欲・態度」

ただし、上の四つの観点を基本としつつ教科の特性に応じて「各教科の評価の観点」をそれぞ

れ設定している。

これまで、学校においては「ペーパーテストの点数による評価」が中心で、「知識・理解」への

偏重があり、更にはいわゆる「詰め込み型の学習」につながる面もあった。また、経済協力開発

機構（OECD）が行う「生徒の学習到達度調査（PISA）」などの国際調査の結果から、日本の児童生

徒には「読解力」「表現力」「知識の活用能力」「学習意欲」などの面で課題があると指摘された。

これらの反省から、小・中学校においては「思考力・判断力」等のペーパーテストには現れにく

い学力を適切に評価するための取組がなされ、観点別評価が着実に実施されている。一方、高等

学校においては、指導要録に「観点別学習状況の評価」を記載することとはされておらず、観点

別評価が小・中学校に比べると定着していない状況にある。

高等学校においても、ペーパーテストだけでなく、日頃から観察、生徒との対話、ノート、

ワークシート、学習カード、作品、レポート、質問紙、面接などの様々な評価方法の中から、学

習活動の特質、評価の観点、場面などに応じて、生徒の学習状況を的確に評価できる方法を選択

することが大切である。

(3) 目標に準拠した評価
以前、小・中学校では児童生徒の成績を集団の中にお

ける相対的な位置（順位）により評価する「集団に準拠

した評価」（いわゆる相対評価）が行われていた。

平成10年の学習指導要領改訂にともなって学習評価の

在り方が見直され、現在のような児童生徒一人一人の学

習状況を学習指導要領の定める目標に対する実現状況に

よって評価する「目標に準拠した評価」（いわゆる絶対

評価）に改められた。右の図１、図２にそれぞれのイメ

ージを示す。

「集団に準拠した評価」においては、「どのような集

団においても学業成績の分布はほぼ同じになる」という

考え方が根底にある。この考えを基にして上位から何％

は「評定：５」のように、順位による評定を行うことに

なる。しかし、実際には集団によって分布に違いがあり、

また児童生徒一人一人の達成度を適切に評価する必要か

ら、「目標に準拠した評価」に改められた。

図２ 目標に準拠した評価のイメージ

図１ 集団に準拠した評価のイメージ
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「目標に準拠した評価」においては、「児童生徒一人一人が、学習の目標をどの程度達成してい

るか」によって評価を行う。そのためには「学習の目標を達成した」とはどのような状況かを各

教科の観点別に明確化しておく必要があり、その判断の拠り所とするものを評価規準という。評

価規準は通常、学習の内容ごとに学習指導要領の定める学習の目標と照らし合わせて「おおむね

満足できる状況」を示す。

例えば、理科の科目「物理基礎」の学習内容において、「イ 様々な力とその働き」のうちの「(ｲ)

力のつり合い」の目標は、（学習指導要領より）次のように設定できる。

目 標： 物体に働く力のつり合いを理解する。

この目標が、「達成された状況」とはどういう状況であるかを観点別に具体的に示したものが評

価規準であり、例えば、

「関心・意欲・態度」：○身の回りの物体における力のつり合いを考察しようとしている。

「思考・判断・表現」：○物体に働く力がつり合う条件について考察している。

○物体に働く力のつり合いから、未知の力を見いだしている。

「実験・観察の技能」：○力の三要素に留意して、力をベクトルの矢印で表している。

「知識・理解」 ：○力は、向きをもつベクトル量であることを理解している。

○複数の力について、向きを考えて合成している。

などとなる。これらの評価規準は、各学校において、生徒の実態等を考慮して学習指導計画とと

もに設定することになる。

なお、評価規準の語尾については、『～しているか。』（疑問形）や『～することができる。』（可

能表現）などを用いる例が散見されるが、評価規準は「おおむね満足できる状況」を示すもので

あるから、原則として『～している。』などとするのが望ましい。ただし、「関心・意欲・態度」

の観点で『～しようとしている。』という表現を用いたり、教科の特性によっては「思考・判断・

表現」や「技能」の観点で『～できる。』という表現を用いたりすることもある。

授業時には、設定した評価規準に照らし合わせて、

Ａ：「十分満足できる」 Ｂ：「おおむね満足できる」 Ｃ：「努力を要する」

のいずれになるかを判断する。その際に、判断の基準とするものを「評価基準」と言うことがあ

る。例えば、「10問の評価問題中、８問以上を正解した場合をＡ、６～７問正解した場合をＢ」と

したり、「物体に働く力がつり合う条件について考察していればＢ、物体の運動状態と関連づけて

働く力のつり合いを考察している場合をＡ」としたりするなどの基準が考えられる。いずれの場

合でもＢに達しない状況をＣとする。

ここで、「評価規準」と「評価基準」という二つの語を使い分けているので注意したい。これら

の違いは、前ページの図２において次のように例えると分かりやすい。

評価規準（目標を達成した状況を明確化したもの）＝ものさしの種類

評価基準（評価を出す段階における判断の基準） ＝ものさしの目盛

以上のように、各単元（題材）毎に「観点別学習状況の評価」を行い、最終的にはそれを評定

へと総括する。

なお、「評価規準の作成，評価方法等の工夫改善のための参考資料 ～新しい学習指導要領を踏

まえた生徒一人一人の学習の確実な定着に向けて～」（国立教育政策研究所教育課程研究センター

平成24年７月－「専門教科」については平成25年３月）には、各教科ごとの評価規準の設定例や総括

の仕方等がまとめられているので、参考にするとよい。
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(4) 指導と評価の一体化
既に述べたように、学習評価の目的は、単に生徒の成績を付けるためにあるのではなく、教育

の質を保証する役割がある。とりわけ、学習評価の結果から、個に応じた指導を行ったり、学習

指導の在り方を見直したりすること、つまり「指導と評価の一体化」が求められている。

学習評価を単に学習指導の結果としてとらえるのではなく、評価を通じて指導の改善を行った

り、組織的な見直しをしたりするなど、指導と評価を一体的に行うことが重要である。そのため

には、「成績を付けるための評価」だけでなく「指導に生かす評価」を行い、それを学習指導に係

るＰＤＣＡサイクルに組み込むことが大切である。具体的には、

① 「指導計画」を立案する際に「評価計画」を立てる。

② その際に、評価の観点のバランスに留意する。

③ また、総括の資料とする評価（成績を付けるための評価）だけでなく、「指導に生かす評

価」を盛り込むよう留意する。

④ 評価の結果から、指導上の成果や課題を検証し、次の指導に生かす。

⑤ 個々の達成状況の把握から、達成度が不十分な生徒に対して指導の手立てを講じる。

などがポイントとなる。

これらの取組により、次のようなメリットがあると考えられる。

○ あらかじめ学習内容の指導計画とともに評価の観点を生徒に示すことにより、生徒にポ

イントを押さえた学習をさせるとともに、学習意欲の向上を図ることができる。

○ 指導計画とともに評価の観点を明確にすることにより、特定の観点に偏ることなく、バ

ランスの取れた指導をすることができる。

○ ペーパーテスト、ノート、レポート、発問等の様々な評価方法の中から、評価の目的・

場面等に応じて適切なものを選択することができる。

○ 個々の達成状況をこまめに確認することにより、きめ細かい指導をすることができる。

○ 評価が計画的・客観的になり、信頼性が高まるとともに、教育水準の保障に寄与する。

ここに挙げたもののほかにも、「指導と評価の一体化」によって、様々な効果を期待することが

できる。以下では、各教科における指導と評価の一体化の在り方と、実践事例を紹介する。
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Ⅱ 商業科における指導と評価の一体化 

１ 商業科における指導と評価 

(1) 商業科の目標 

高等学校学習指導要領（平成 21 年３月）の定めている、商業科の目標は以下のとおりである。 

商業の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ，ビジネスの意義や役割について

理解させるとともに，ビジネスの諸活動を主体的，合理的に，かつ倫理観をもって行い，経済社会

の発展を図る創造的な能力と実践的な態度を育てる。 

今回の学習指導要領の改訂においては、職業人としての倫理観や遵法精神、起業家精神などを

身に付け、経済の国際化やサービス化の進展、情報通信技術の進歩、知識基盤社会の到来など、

経済社会を取り巻く環境の変化に適切に対応してビジネスの諸活動を主体的、合理的に行い、地

域産業をはじめ経済社会の健全で持続的な発展をになう職業人を育成する観点から、教科の目標

の改善が図られている。 

 

(2) 商業科における評価の観点 

商業科の指導に当たり、将来のスペシャリストの育成に必要な専門性の基礎・基本や、専門分

野に関する基礎的・基本的な知識・技術及び技能の定着を図るとともに、体験的学習を通して実

践力を育成することが大切となる。さらに、職業資格や各種検定の取得、競技会等への挑戦など、

目標をもった意欲的な学習を通して、知識、技術及び技能の習得・定着、実践力の深化を図ると

ともに、課題を探究し解決する力、自ら考え行動し、適応していく力、コミュニケーション能力、

協調性、学ぶ意欲、働く意欲、チャレンジ精神などの創造的で実践的な能力を育成することが求

められている。 

これらを実現するために、『評価規準の作成,評価方法等の工夫改善のための参考資料【高等学

校 専門教科】』において商業科の評価の観点及びその趣旨が以下のように示された。 

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 技能 知識・理解 

ビジネスの諸活動に関

する諸課題について関

心をもち，その改善・

向上を目指して主体的

に取り組もうとすると

ともに，実践的な態度

を身に付けている。 

ビジネスの諸活動に関

する諸課題の解決を目

指して思考を深め，基

礎的・基本的な知識と

技術を基に，ビジネス

の諸活動に携わる者と

して適切に判断し，表

現する創造的な能力を

身に付けている。 

商業の各分野に関する

基礎的・基本的な技術

を身に付け，ビジネス

の諸活動を合理的に計

画し，その技術を適切

に活用している。 

商業の各分野に関する

基礎的・基本的な知識

を身に付け，ビジネス

の意義や役割を理解し

ている。 

「関心・意欲・態度」の観点の趣旨については、教科目標の改善を踏まえて文言の見直しが図

られた。 

「思考・判断・表現」では、従前の「技能・表現」で評価されていた「表現」とは異なり、思

考・判断した過程や結果を、言語活動等を通じて生徒がどのように表出しているかを評価するも

のとなる。 

「技能」では、図や表などで表現する技術についてはこれまで同様にこの観点で評価すること



－ 8 － 

となる。このほかに、ビジネス計算などの技術や、様々な資料を収集し、得られた情報のもつ意

味を読み取り、整理する技術についても評価することとなる。 

「知識・理解」の観点の趣旨については、これまでと同様となる。 

 

(3) 評価規準・評価方法の設定 

評価規準とは、教科や科目の目標だけでなく、領域や内容項目レベルの学習指導のねらいが明

確になっており、学習指導のねらいが生徒の学習状況として実現された状態とはどのような状態

になっているかが具体的に想定されていることが必要となる。このような状況を具体的に示した

ものが評価規準である。 

評価規準を設定するに当たり留意する点としては、指導と評価の計画を作成する際に、評価が

特定の観点に偏ることがないようにするとともに、指導のねらいや学習活動に即した形で、評価

規準を設定し、評価方法と組み合わせて示すなど、学習評価の妥当性や信頼性を高めるよう工夫

することである。 

また、ある単元（題材）において、あまりにも多くの評価規準を設定したり、多くの評価方法

を組み合わせたりすることで、評価を行うことが負担になり、その結果を後の学習指導の改善に

生かすことができなくならないようにすることである。 

例えば、１単位時間の中で四つの観点全てについて評価規準を設定し、その全てを評価し学習

指導の改善に生かしていくことは、現実的には困難であると考えられる。そこで、１単位時間の

なかで無理なく生徒の学習状況を的確に評価できるように評価規準を設定し、評価方法を選択す

ることが必要となる。 

例えば、情報処理の授業において、グラフの作成に関する授業を展開した際の評価に関して、

基礎的・基本的な技術を身に付け、その技術を適切に活用しているかどうかを評価するなら「技

能」になり、グラフの作成について関心をもち、目的に応じた適切なグラフの作成について探究

しようとしているかどうかを評価するなら「関心・意欲・態度」となる。このほかにも、「思考・

判断・表現」や「知識・理解」の観点で評価することも考えられる。 

 

(4) 指導と評価の一体化 

学習活動が決まれば、評価の観点が決まるとい

うものではなく、同様の学習活動であっても、ど

のような力を育成するかによって評価の観点は異

なってくる。 

そこで、指導と評価の計画を立てるに当たって

は、その授業でどのような力を育成するかを明確

にする必要がある。育成する力が明確になると、

それを実現するための指導計画が決まる。育成す

る力が明確になると、それに対応して評価の観点

が決まる。（図１） 

指導計画と評価の観点が決まると、設定した目

標についてどのような学習状況を実現すればよい

のかを想定することができることから、指導計画

で示した学習活動に即した評価規準が決まる。 

 

図１ 育成する力と指導・評価の関係 

育成する力 

指導計画 

（学習活動） 

評価の観点 

学習活動に

即した評価
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このように、評価を考えることは、授業を考えることにつながる。観点別学習状況の評価が行

えないときには、授業を振り返り課題がないかを考える必要がある。さらに、生徒の学習状況を

評価することで、授業や学習計画等の評価にもつながることになる。 

 
図２ 学習指導と学習評価にかかるＰＤＣＡサイクル 
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２ 指導実践例 

本調査研究では、商業科の基礎的・基本的な科目である「ビジネス基礎」、会計分野において会計

情報の提供・活用の基礎的・基本的な科目である「財務会計Ⅰ」、ビジネス情報分野において情報処

理・活用の基礎的・基本的な科目である「ビジネス情報」について指導と評価の一体化を目指した

実践を行った。各事例の概要を以下に示す。 

 

事例１ 科目「ビジネス基礎」における指導と評価の工夫 

本事例では、科目「ビジネス基礎」の単元「雇用」を取り上げた。ここでは、企業につ

いて具体的に学び、雇用について興味関心をもたせることで、進路実現するための能力や

態度を養うことを目指した指導と評価を試みた。 

 

事例２ 科目「財務会計Ⅰ」における指導と評価の工夫 

本事例では、科目「財務会計Ⅰ」の単元「財務諸表活用の基礎」を取り上げた。ここで

は、利害関係者への適切な会計情報の提供及び提供された会計情報の活用するための知識

と技術を養うことを目指した指導と評価を試みた。 

 

事例３ 科目「ビジネス情報」における指導と評価の工夫 

本事例では、科目「ビジネス情報」の単元「オペレーションズリサーチの基礎」を取り

上げた。ここでは、表計算ソフトウェアを活用し、様々なビジネスの情報を管理・分析し、

用務に役立つ資料作成の重要性について理解させるとともに、ビジネスの諸活動において

コンピュータを適切に運用する能力と態度を養うことを目指した指導と評価を試みた。 
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１ 本事例の概要 
科目「ビジネス基礎」は、「ビジネスに関する基礎的な知識と技術を習得させ，経済社会の一員と

して望ましい心構えを身に付けさせるとともに，ビジネスの諸活動に適切に対応する能力と態度を

育てる。」ことが目標となっている。 

本事例では、雇用の形態と雇用に伴う企業の責任について、企業活動に関する基礎的な知識を習

得させるとともに、生徒の興味・関心を育むため、実際の求人票を用いた体験学習を通して具体的

に学び理解を深めさせることを目指した。そして、将来、就職活動の中で企業選択に生かせる能力

や態度を養い、進路実現に役立てることを目指した。 

 

２ 授業実践 
(1) 単元名 企業活動の基礎 「雇用」 

 

(2) 単元の目標 

日本における雇用形態の特徴と多様化について理解させる。また、雇用の安定や福利厚生など

雇用に伴う企業の責任について、具体的な事例の考察を通して理解させる。 

 

(3) 単元の評価規準 

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 技能 知識・理解 

①労働に関する法令に

ついて調べようとし

ている。 

②今までの学習内容を

参考に、企業について

探究し、自らの判断で

企業を選択しようと

している。 

①企業の選択において、

自分の考えを表現し

ている。 

①求人票から給与の内

訳について適切に分

類し算出している。 

①各雇用形態について

それぞれの特徴やメ

リット、デメリットに

ついて理解している。 

②企業の社会的責任に

ついて理解している。 

③社会保険制度につい

て理解している。 

 

(4) 単元の指導計画と評価計画（４時間） 

時
間 

○ねらい 

・学習活動 

評価の観点 
評価規準 

関 思 技 知 

１ 雇用の形態 

○雇用形態の特徴について理解す

る。 

・正規雇用と非正規雇用の違いについ

て理解する。 

・非正規雇用について主な四つの分類

について理解する。 

・各雇用形態のメリットやデメリット

について理解する。 

    

 

 

① 

 

 

 

１ 各雇用形態についてそれぞれの

特徴やメリット、デメリットにつ

いて理解している。 

事例１ 科目「ビジネス基礎」における指導と評価の工夫 
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２ 雇用に伴う企業責任① 

○企業活動が社会へ与える影響につ

いて考えるとともに、雇用や労働

に関しても責任を負わなければな

らないことを理解する。また、労

働に関する法令についてその種類

や内容を調べて整理する。 

・企業の社会的責任についてその内容

を理解する。 

・労働に関する法令について調べて、

ワークシートにまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

２ 企業の社会的責任について理解

している。 

３ 労働に関する法令について調べ

ようとしている。 

３ 

 

雇用に伴う企業責任② 

○各種保険制度についてその内容を

理解する。また、給与所得につい

て、控除額の主な内訳を税金と社

会保険料に分類し、算出すること

ができる。 

・社会保険制度についてその意義と

内容について理解する。 

・求人票などの資料を基に、給料計算

を行う。 

   

 

 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

４ 社会保険制度について理解して

いる。 

５ 求人票から給与の内訳について

適切に分類し算出している。 

４ 雇用に伴う企業責任② 

○これまで学んだ知識を基に、求人

票から希望する企業を選択し、選

択理由についてまとめる。 

・これまで学んだ知識を基に、求人票

から希望する企業を選択する。 

・選択理由についてワークシートにま

とめる。 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

① 

   

 

 

 

６ 今までの学習内容を参考に、企業

について探究し、自らの判断で企

業を選択しようとしている。 

７ 企業の選択において、自分の考え

を表現している。 

 

(5) 授業の概要 

ここでは、雇用について１時間目から４時間目までの単元全範囲について報告する。概要は、

以下のとおりである。 

 

ア １時間目の授業 「雇用の形態」 

(ｱ) 本時のねらい 

雇用形態の特徴について理解する。 
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(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 
 

導入 

・本時の学習課題を確認する。 ・３年生が就職活動で企業選択を行っていること

を伝え、現在の知識で自分たちも企業選択がで

きるのか考えさせる。 

展開 

・求人票を調べ、興味をもつ企業につい

て考える。 

・正規雇用の特徴について理解する。 

 

 

 

・非正規雇用の主な四つの勤務形態につ

いて理解する。 

 

・ワークシート①を用いて、各雇用形態

のメリットやデメリットについてま

とめる。 

 

 

 

 

 

 

・現在の知識で企業を選ぶとき、どのような点に

着目して選択したか考えさせる。 

・正規雇用について、かつての日本型雇用制度の

特徴を示した後、近年の雇用の状況について説

明させ、なぜそのような変化があったのか考察

させる。 

・非正規雇用については、勤務時間や労働条件、

給与面での違いにより勤務形態の違いを示し、

それぞれの違いを考察させる。 

・正規雇用や非正規雇用の形態別のメリット、デ

メリットについて考えさせ、ワークシート①に

まとめるよう指示する。 

評価規準１ 各雇用形態についてそれぞれの特

徴やメリット、デメリットについ

て理解している。 

［知識・理解］(ワークシート) 

・机間指導をして、個人の意見がまとまったとこ

ろで、周りの人と意見交換するように指示する。 

まとめ 
・本時の学習内容を振り返る。 ・現在の雇用形態が多様化していることを中心に

本時の内容を振り返る。 

 

(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準１） 

求人票を見ながら各項目について確認する。雇用形態について教科書を中心に補足を加

えながら説明する。各雇用形態の特徴やメリット、デメリットについてワークシート①に

まとめていく。雇用形態によって働き方が違うことや、企業が非正規雇用を行う理由につ

いても確認する。 

さらに、これまでの日本の雇用形態で採用されてきた制度や、求人票を読み解く上で理

解しておいた方がよいと思われる語句について確認する。 

 

評価規準１ 各雇用形態についてそれぞれの特徴やメリット、デメリットについて理解して

いる。 

［知識・理解］(ワークシート) 
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指示した内容・展開 

雇用の種別について教科書を使いながら、ワークシート①に特徴やメリット、デメリット

についてまとめさせる。また、求人票の中によく出てくる制度や語句についても確認し、ま

とめさせる。 

 

＜生徒の様子＞ 

正規雇用と非正規雇用の違いについて、考えをまとめていた。 

 

ワークシート①の記述によって評価した。ほとんどの生徒が教科書や板書を利用し、雇用

形態の特徴とメリット、デメリットのいずれかについて理解した内容をまとめることができ

ておりＢと評価した。すべての項目においてメリット、デメリット両方を考えた場合をＡと

評価した。また、特徴について何も記入していない項目がある生徒に対しては、教科書を参

考に個別に指導を行った。これにより、それぞれの特徴について記入を行うことができた。 

 

＜記入できていない例＞ ＜記入できた例＞ 

 

 

 

 

図１ 生徒の記述 

 

(ｴ) 成果と課題 

生徒は、求人票に興味・関心をもち、積極的に企業選択を行うことができた。 

しかし、求人票の各項目について、その意味や重要性については知らないことも多く、企

業選択の際、雇用形態について関心をもっていた生徒は、40 名中６名しかいなかった。授業

中の説明を聞き、雇用形態の違いについても考えるようになった。特に非正規雇用のメリッ

ト、デメリットについて説明することで、生徒の興味・関心が高まり理解が深まった。 

また、言葉の意味をまとめている中で、雇用制度や賃金制度についても興味をもって話を

聞きまとめている様子が見られた。しかし、ワークシートをまとめる時間がもう少し必要で

あり、重要な項目について確認するまでに時間がかかる生徒が多いと感じた。 
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イ ２時間目の授業 「雇用に伴う企業責任①」 

(ｱ) 本時のねらい 

企業活動が社会へ与える影響について考えるとともに、雇用や労働に関しても責任を負わ

なければならないことを理解する。また、労働に関する法令についてその種類や内容を調べ

て整理する。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・前時までの復習と、本時の学習課題を

確認する。 

・雇用する側の責任や、法令について学習するこ

とを伝える。 

展開 

・企業の社会的責任とはどのようなこと

か理解する。 

 

・労働者も企業にとって利害関係者であ

ることを理解する。 

 

 

 

・労働に関する法令について、その種類

と内容を整理し、ワークシート②へま

とめる。 

 

 

 

 

・福利厚生のうち、企業が任意に設ける

制度についてその意義と内容を理解

する。 

・企業は、利益の獲得とともに、その活動が社会

へ与えている影響に責任をもたなければならな

いことを理解させるとともに、従業員も利害関

係者であり、法に基づいた責任を負っているこ

とを理解させる。 

評価規準２ 企業の社会的責任について理解し

ている。 

［知識・理解］（ワークシート） 

・労働に関する法令について、具体的な内容を示

しながら説明を行う。労働三法だけでなく、そ

の他労働に関する法についても触れる。 

評価規準３ 労働に関する法令について調べよ

うとしている。 

［関心・意欲・態度］ 

（ワークシート） 

・法令で義務づけられている制度と、企業が任意

で設けている制度があることに注意させる。 

まとめ 
・本時の学習内容を振り返る。 ・必要に応じてワークシート②へまとめるよう指

示する。 

 

(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準２） 

ワークシート②を用いて、企業の活動が社会へ与えている影響について理解させ、企業

の社会的責任についてまとめる。 

 

評価規準２ 企業の社会的責任について理解している。 

［知識・理解］（ワークシート） 
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指示した内容・展開 

教科書を基に企業の社会的責任についての意味を説明した後、それを元にワークシート②

上にまとめさせる。記述については、箇条書きでもよいができれば文章で表現するように指

示をした。 

 

＜生徒の様子＞ 

利害関係者の中に、従業員も含まれることを理解している様子であった。 

 

ワークシート②への記述によって評価した。企業の社会的責任について全員が少なくとも

箇条書きでまとめることができていたのでＢと評価した。また、法令などを根拠にしてまと

めることができた生徒にはＡと評価した。 

 

  

図２ 授業の様子 図３ ワークシートへの記入 

 

ｂ 展開（評価規準３） 

ワークシート②を使用し、労働に関する法令についてまとめる。それぞれの法令におい

て定められている時間や年齢など、具体的な数字を考えさせ発問に対して答えさせる。 

 

評価規準３ 労働に関する法令について調べようとしている。 

［関心・意欲・態度］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

労働三法について、学習した内容をワークシート②へまとめるよう指示する。その後、そ

の他の労働に関する法令にも触れ説明を加えた。 

 

＜生徒の様子＞ 

労働三法については、中学校で一度学んだ内容であったため、生徒はすぐ

にまとめることができていた。その他の労働に関する法令についても興味を

もち、ワークシート②にまとめていた。 
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ワークシート②の記述によって評価した。労働三法については、ほぼ全員ワークシート②

に適切にまとめることができていたのでＢと評価した。その他の法令についても整理できて

いる生徒についてはＡと評価した。しかし、記述ができていない箇所がある生徒については、

個別に指導を行った。 

 

(ｴ) 成果と課題 

労働に関する法令について、労働三法については中学校の公民で学習しているため、労働

時間など具体的な数字を知っている生徒が多かった。しかし、休憩時間や休日の規定につい

ては知らない生徒が多く、原則として決められた時間の短さに驚いている生徒がほとんどで

あった。年間休日数についても求人票に書かれているが、興味をもった生徒はほとんどいな

い状況であり、年間休日数から週何日休日があるのかまで計算できた生徒は全くいなかった。 

育児・介護に関する休業についても同様で、原則の期日を知って驚いている生徒がほとん

どであった。女子生徒の中には育児休暇制度があるかを企業選択の参考にしている生徒が若

干見られたが、多くの生徒はあまり関心をもっていなかったように感じられた。 

 

ウ ３時間目の授業 「雇用に伴う企業責任②」 

(ｱ) 本時のねらい 

各種保険制度についてその内容を理解する。また、給与所得について、控除額の主な内訳

を税金と社会保険料に分類し、算出することができる。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・前時までの復習と、本時の学習課題を

確認する。 

・保険制度について学習することを伝える。 

展開 

・社会保険制度についてその意義と内

容について理解する。 

 

 

 

 

・求人票などの資料を基に、給料計算を

行う。 

 

 

 

 

・社会保険制度について、保険の役割についても

触れ、教科書に記載されている五つの制度につ

いて説明する。 

評価規準４ 社会保険制度について理解してい

る。 

［知識・理解］（ワークシート） 

・給料から控除されるものが、主に税金と社会保

険料であることを理解したうえで算出するよう

指示する。 

評価規準５ 求人票から給与の内訳について適

切に分類し算出している。 

［技能］（ワークシート） 
 

まとめ 
・本時の学習内容を振り返る。 ・単元全体を振り返り、次回は今までの内容を基

に求人票から企業を選択することを示す。 

 

(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準４） 

ワークシート③を使用し、社会保険制度についてまとめる。保険料の負担割合について、
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ワークシート③に色分けし、整理する。さらに、自分が選んだ求人票の「加入保険等」の

欄を確認し、最低限必要とされる保険について確認する。 

 

評価規準４ 社会保険制度について理解している。 

［知識・理解］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

社会保険制度について説明を行う。特に、制度の内容や保険料の負担割合について、ワー

クシート③に特徴についてまとめさせる。また、まとめが終わった生徒には、保険料の負担

割合については色分けし、自分の負担分についてまとめるよう指示をした。 

 

＜生徒の様子＞ 

教科書や板書を参考にワークシート③にまとめていた。また、保険料の負

担割合についても色分けし、整理を行うことができていた。 

 

ワークシート③の記述によって評価した。ほとんどの生徒が保険制度の内容を適切にまと

めることができたのでＢと評価した。また、保険料負担について自己負担分と企業負担分を

まとめることができた生徒をＡと評価した。記入ができていない生徒には、板書や教科書を

参考にするよう助言した。 

 

ｂ 展開（評価規準５） 

ワークシート③の図を用いて給料の内訳について説明し、最初に選んだ企業の求人票か

ら給料の計算を行い、内訳について整理する。 

 

評価規準５ 求人票から給与の内訳について適切に分類し算出している。 

［技能］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

求人票を活用して手取金の計算を行わせる。また、賞与や昇給、福利厚生についても調べ

させることで求人票の中で着目すべき項目がどこに書いてあるのかを確認させる。また、賞

与については、基本給に対して計算されることについて補足説明した。 

 

＜生徒の様子＞ 

最初に自分で選んだ企業の求人票から、給料に関する情報を見つけワーク

シート③の図にまとめることで、給料の内訳についてまとめていた。 

 

ワークシート③の記述によって評価した。半数の生徒は自らの判断で給料計算を行うこと

ができておりＢと評価した。さらに、賞与額まで算出できた生徒についてはＡと評価した。

残りの生徒は求人票のどこを見て計算したらいいのか分からず計算できなかった。しかし、

どこを見るべきなのかについて助言した後は全員まとめることができた。 
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図５ 授業の様子 

 

 

 

図６ ワークシートへの記入 

図４ 生徒の記述  

 

(ｴ) 成果と課題 

社会保険制度の中でも、健康保険について知っている生徒は多かったが、それ以外の保険

制度については知っている生徒はほとんどいなかった。制度の内容や保険料の負担割合につ

いても、知っている生徒はほとんどいなかった。 

どんなときにどの保険が適用されるのか、具体的なイメージをもたせることができず制度

の内容を区別して理解させることができなかったので、実際の事例を紹介できるようにすべ

きであった。 

また、給料計算については、一度教科書の図を基にして、総支給額の内訳について確認し

てから行わせたが、求人票の中でどこに必要な資料が書いてあるのかが見つけられない生徒

が多く見られた。質問があった生徒には個別に対応し、資料の指示を行ったが、一度全員で

同じ会社について計算したあと、各自の選んだ企業の給料計算をさせるべきであった。 

 

エ ４時間目の授業 「雇用に伴う企業責任②」 

(ｱ) 本時のねらい 

これまで学んだ知識を基に、求人票から希望する企業を選択し、選択理由についてまとめ

る。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・前時までの復習と、本時の学習課題を

確認する。 

・前時に選択した企業を確認することを伝える。 
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展開 

・求人票から、これまでの知識を基に希

望する企業を選択し、その理由につい

て考えをまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ワークシート④を使い、グループ内

で発表する。 

・グループの代表者が全体の前で発表す

る。 

・これまで学んだ知識を基に選択し、その理由に

ついて自分の考えをまとめるように説明する。 

評価規準６ 今までの学習内容を参考に、企業

について探究し、自らの判断で企

業を選択しようとしている。 

［関心・意欲・態度］ 

（ワークシート） 

 

評価規準７ 企業の選択において、自分の考え

を表現している。 

［思考・判断・表現］ 

（ワークシート） 

・発表の際、他の人の発表内容をワークシート④

にまとめながら聞くように指示する。 

まとめ 
・本時の学習内容を振り返る。 ・発表を聞いた後、必要に応じてワークシート④

へまとめるよう指示する。 

 

(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準６） 

これまで求人票の内容について学習してきたことを基に、改めて五社の求人票を確認し、

自分がどの企業を希望するかもう一度考える。その際、最初に選択した企業と変化した理

由、変化しなかった理由についてワークシート④にまとめる。 

 

評価規準６ 今までの学習内容を参考に、企業について探究し、自らの判断で企業を選択し

ようとしている。 

［関心・意欲・態度］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

これまで勉強してきた内容に着目しながらもう一度求人票を見るように促す。その際、希

望する会社について変更の有無や、その理由についても考えさせる。 

 

＜生徒の様子＞ 

最初の授業とは着眼点が変化している生徒も多く、勤務地や給与だけでは

なく、社会保険や福利厚生にも注目しながら決断している。 

 

ワークシート④の記述によって評価した。全員が意欲的に取り組むことができた。これま

でに学んだことを考えながら再度企業選択を行い、その変化に対する理由についてまとめて

いる生徒についてはＢと評価した。また、給料などの計算を行い様々な条件を確認している

生徒をＡと評価した。企業選択ができなかった生徒はいなかった。 
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ｂ 展開（評価規準７） 

ワークシート④を使用し、自分の意見についてまとめる。また、グループ内で発表を行

い、さらに各グループの代表者が発表を行う。その後、発表者の意見と授業について感想

をまとめる。 

 

評価規準７ 企業の選択において、自分の考えを表現している。 

［思考・判断・表現］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

企業を選んだ理由について、自分が重要と思える内容について、文章だけではなく箇条書

きやキーワードでもかまわないので注目する項目について記述するように指示をした。ま

た、今回の授業を受けて変化したことがあれば記入するように促した。 

 

＜生徒の様子＞ 

最初に自分で選んだ企業の求人票と、今回の学習を通して得た知識から選

んだ企業とを比較し、企業決定に際して自分が重要だと考えるポイントにつ

いてまとめていた。 

 

ワークシート④の記述によって評価した。ほぼ全員が企業選択について重要なことをまと

めることができておりＢと評価した。また、最初に選んだ企業と複数の項目について比較検

討し記述できたものをＡと評価した。変化の理由について記入できていない生徒に対して、

箇条書きでもよいので記入するように促すことで、全員が記入することができた。 

 

 

Ｑ どの会社で働いてみたいですか？ 

（Ａ社） 

・福利厚生が充実しており、労働組合が結成できる。通勤手当があり賞与が多い。 

・設立からの歴史がある。 

（Ｂ社）  

・福利厚生の加入保険も多く、安心して働くことができる。 

（Ｄ社） 

・育児・介護休業があり、有給休暇も多いので子どもができたときに働きやすい。 

・加入している保険も多い。 

図７ 生徒の記述 
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図８ 働いてみたい企業（第２回希望）  

 

Ｑ 最初に選んだ会社と変わりましたか？ 

＜変わった理由＞ 

・退職金の有無。 

・育児休業がある。 

・安定している。（仕事が続けられ

る。） 

・福利厚生があった方がいいと思っ

たから。 

・加入できる保険が豊富だから。 

＜変わらない理由＞ 

・変えたいと思わなかった。 

・予想どおりであった。 

・詳しく見てもよい雇用条件であった。 

・悪いところが見つからなかった。 

・基本給や手取金が高い方だと思った。 

図９ 生徒の記述 

 

 

 

図 10 生徒の記述 

 

(ｴ) 成果と課題 

求人票の内容について学習してからの企業選択では、給料の金額だけではなく福利厚生や

休日など、最初に選択したときには注目していなかった項目についても検討している様子が

見られた。また、グループ内での発表では、自分が注目していなかった意見が出たときなど

興味深く話を聞いている様子も見ることができた。しかし、代表者の発表では、発表者の話
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す速さについていくことができずに、メモを取ることができない生徒が多く見られた。メモ

については、文章ではなく箇条書きでも良いと補足をしたが、それでも間に合わない生徒も

いたので、発表者に対する注意も必要であった。 

 

３ 生徒の変容把握 
今回企業から見た雇用について学習するにあたり、求人票の項目と照らし合わせて授業を行った。

求人票の各項目について、企業からどんな意図で書かれているのか教科書を通して学習することで

求人票の見方を変えることができたと思われる。これは、アンケートの結果を見ても90％の生徒が

求人票の見方が変わったと答えていることからも分かる。（第11図） 

授業の最初に行った企業選択では、給料や勤務時間・育児休業に着目して企業を選んでいる生徒

が多かったが、最後に行った企業選択では、前述した条件に加え、社会保険制度やその他の福利厚

生にも着目して企業選択を行った生徒が増えている。これは雇用の中で企業が負う責任や守るべき

制度について学習したことで、企業選択における重要項目が変化したと言える。実際に、アンケー

トでも82％の生徒が変化したと答えている。（第12図）特に、変化した項目として、福利厚生の中で

も加入保険や休業制度をあげている生徒が多く、多面的に考えて求人票を見るようになっているよ

うである。 

最後に、雇用について学んだことで今後の企業選択の役に立っているのか、２年後に満足した企

業選択ができるのか聞いたところ、約100％の生徒が「できる」、「役に立った」と答えている。（第

13図・第14図）さらに、勉強してよかったこととして、求人票の見方が分かったという意見や、注

目する視点が変わったという意見が出ている。２年後に後悔しないための知識を得られたと思う生

徒もおり、授業を行うことで、企業選択に対する意識を変えることがおおむねできたのではないか

と思う。 

 

  

図 11 求人票の見方が変わった 図 12 企業選択の重要項目が変わった 
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図 13 進路選択において満足できる企業選択が

できるか 

図 14 企業選択に役立った 

 

４ まとめ 
(1) 成果 

本事例は、１年生を対象に、進路選択の時期において企業選択に必要となる求人票の見方と関

連付けて授業を行った。教科書では、企業が雇用を行うに当たって守るべき制度等について説明

されているが、企業側の雇用に対する意図を求人票から読み取れるようになることを目指して授

業を行った。 

本事例の指導と評価の工夫においては、次のような成果があったと考えられる。 

 

① 生徒の学習状況や理解度を、ワークシートにより場面に応じた評価を意識しながら授業を

行った。理解してほしい項目について、教科書に書かれている内容では不足している分野もあ

り、補足資料を加えた説明を心掛けるようにした。 

生徒が作成するワークシートにおいても、内容を整理しやすくするために作業量を変更し、

興味をもって授業に参加できるように質問を多く取り入れるようにした。その結果、雇用につ

いて、生徒が主体的に考え、情報を整理できるようになった。 

また、評価の場面を明確にしたことで、適切なタイミングで生徒に声掛けをすることができ

るようになり、個に対する指導も行いやすくなった。これにより、生徒の理解も十分に図られ

授業に対する意欲の向上につながったと考える。 

 

② もともと、特定の生徒から質問が出やすいクラスではあったが、教師からの一方的な授業で

はなく、生徒自らが考え意見をまとめ、他者と意見交換を行う活動を取り入れることで、より

多くの生徒が自分で考え意見を述べるという活動を積極的に行えるように変化した。これによ

り、受け身になりがちな授業でも、主体的に学習に取り組む態度を身に付けさせることができ

たと考える。 

 

(2) 今後の課題 

今回の事例において、生徒の自己評価は行ったが、生徒間の評価まで実施することができなかっ

た。特に、発表する機会があったので、発表内容をまとめるだけでなく評価まで行うべきであっ

た。 
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＜資料１＞ １時間目の授業で用いた「ワークシート①」 
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＜資料２＞ ２時間目の授業で用いた「ワークシート②」 
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＜資料３＞ ３時間目の授業で用いた「ワークシート③」 
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＜資料４－１＞ ４時間目の授業で用いた「ワークシート④」（表面） 
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＜資料４－２＞ ４時間目の授業で用いた「ワークシート④」（裏面） 
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１ 本事例の概要 
「財務会計Ⅰ」は、「財務諸表の作成に関する知識と技術を習得させ，財務会計の意義や制度につ

いて理解させるとともに，会計情報を提供し，活用する能力と態度を育てる。」ことが目標となって

いる。科目の留意事項として、「企業会計に関する法規や基準の変更に留意し，企業の経営成績や財

政状態を把握し，ビジネスの諸活動に活用する知識と技術を習得させること。」が挙げられる。 

学習指導に当たり、利害関係者への適正な会計情報の提供及び提供された会計情報の活用を行え

るようにすることが大切となるため、企業会計に関する法規や基準の変更に随時対応して指導する

とともに、財務諸表を作成する例題及び財務諸表を通して企業の経営成績や財政状態を分析し判断

する例題などを企業における実務に即して工夫し、適宜扱う必要がある。 

そのため、身近に存在する企業の財務諸表を多角的に比較・分析し、主体的に考察する活動を行

い、発表する学習を行った。これらを通して、他者の意見を踏まえながら自らの考えを深めること

により、生徒一人一人の能力が十分に発揮され、社会の活力が向上されることを目標とした。 

 

２ 授業実践 
(1) 単元名 「財務諸表活用の基礎」 

 

(2) 単元の目標 

財務諸表分析の意義、種類及び企業の財務諸表を入手する方法について理解させる。また、財

務比率などの財務指標の意味と計算方法を習得させるとともに、財務指標の具体的な例を用いて、

同一企業における期間比較や同業他社比較を行わせることを通して、収益性や安全性などの面か

ら企業の実態を分析する方法を習得させる。 

 

(3) 単元の評価規準 

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 技能 知識・理解 

①調べる企業を決定し

有価証券報告書資料

を集め、財務分析につ

いて探究しようとし

ている。 

 

①有価証券報告書の分

析結果について適切

にまとめ、考えた内容

について表現してい

る。 

 

①実際の有価証券報告

書の入手方法につい

て検索方法などを身

に付けている。 

②財務分析を行う上で

必要な情報を適切に

読み取り、整理してい

る。 

 

①有価証券報告書に

よって提供される会

計情報の重要性につ

いて理解している。 

②関係比率を用いた分

析の目的と算出方法

について理解してい

る。 

③成長性の分析の目的

と算出方法について

理解している。 

 

  

事例２ 科目「財務会計Ⅰ」における指導と評価の工夫 
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(4) 単元の指導計画と評価計画（８時間） 

時
間 

○ねらい 

・学習活動 

評価の観点 
評価規準 

関 思 技 知 

１ 利害関係者と財務諸表 

財務諸表の入手方法 

財務諸表分析の意味と方法 

○企業における情報開示の在り方を

理解するとともに、実際の有価証

券報告書を検索する技術・方法を

身に付ける。 

・財務諸表の意義と、財務諸表によっ

て提供される会計情報の重要性につ

いて理解する。 

・公開されている有価証券報告書の入

手方法について身に付ける。 

・財務諸表分析について、その意義と

方法について理解する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 有価証券報告書によって提供さ

れる会計情報の重要性について

理解している。 

２ 実際の有価証券報告書の入手方

法について検索方法などを身に

付けている。 

② 

・ 

３ 

・ 

４ 

関係比率を用いた分析 

成長性の分析 

○様々な財務諸表分析の方法につい

て理解する。 

・収益性の分析方法について理解する。 

・安全性の分析方法について理解する。 

・効率性の分析方法について理解する。 

 

 

 

・成長性の分析方法について理解する。 

    

 

 

 

② 

 

 

② 

 

 

③ 

 

 

 

 

３ 収益性・安全性に関する分析方法

の目的と算出方法について理解

している。 

４ 安全性・効率性に関する分析方法

の目的と算出方法について理解

している。 

５ 成長性の分析の目的と算出方法

について理解している。 

５

・ 

６ 

 

財務諸表分析の実際 

○実際の財務諸表を基に、様々な分

析方法を用いて、分析する力を身

に付ける。 

・ＫＪ法により各グループで調べる企

業を決定し調査する。 

・有価証券報告書の金額についてボッ

クス図などを用いて整理する。 

・様々な分析方法を用いて財務分析を

行い、発表資料を作成する。 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 調べる企業を決定し有価証券報

告書資料を集め、財務分析につい

て探究しようとしている。 

７ 財務分析を行う上で必要な情報

を適切に読み取り、整理してい

る。 
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７

・ 

８ 

財務諸表分析の実際 

○グループごとに選んだ企業につい

て財務分析の結果をまとめ、資料

を提示しながら発表する。 

・グループごとに分析結果を発表する。 

・他のグループの発表を見て、お互い

に評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

   

 

 

 

８ 有価証券報告書の分析結果につ

いて適切にまとめ、考えた内容に

ついて表現している。 

太字囲みの時間について事例を示す。 

 

(5) 授業の概要 

ここでは、２時間目及びまとめの発表となる７・８時間目を報告する。概要は以下のとおりで

ある。 

ア ２時間目の授業 「関係比率を用いた分析」 

(ｱ) 本時のねらい 

様々な財務諸表分析の方法について理解する。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・前時の復習（Ｂ／Ｓ・Ｐ／Ｌ） 

・本時の学習課題を確認する。 

・有価証券報告書で提供されている会計情報や入

手方法について確認する。 

展開 

・Ａ社の有価証券報告書をボックス図で

表す方法について理解する。（Ｐ／

Ｌ・Ｂ／Ｓ） 

 

・収益性・安全性に関して財務分析の目

的と算出方法について理解する。 

 

 

 

 

 

 

・有価証券報告書を見せながら、プレゼンテーショ

ンソフトを用いてデータをボックス図で示し、

財務分析の概要を説明する。 

・企業名を伏せ、先入観なく企業分析が行えるよ

う配慮する。 

・株主が必要とする情報を得るために分析を行っ

ているため、ＲＯＡ・ＲＯＥの違いなど、それ

ぞれの分析方法の特徴を考えさせる。 

評価規準３ 収益性・安全性に関する分析方法

の目的と算出方法について理解し

ている。 

[知識・理解］（ワークシート） 
 

まとめ ・本時の学習内容を振り返る。 ・算出する際のポイントなどを整理させる。 

 

(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準３） 

授業開始からプレゼンテーションソフトを用い、ＥＤＩＮＥＴの紹介から有価証券報告

書の検索方法を確認し、検索した有価証券報告書をボックス図で表したものを提示した。

その際に、有価証券報告書のどの部分を見てボックス図を作成するかを確認しながら丁寧

に進めた。そのボックス図を用いて、流動資産と固定資産の比率及び流動負債、固定負債、

純資本、繰越利益剰余金の比率を確認し、財務分析に必要なデータを明確にした。その後、

前時までの復習として貸借対照表の貸方が資産の調達方法である他人資本（返済の必要あ
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り）と自己資本（返済の必要なし）であることを確認し、損益計算書の仕組みを確認した。 

 

評価規準３ 収益性・安全性に関する分析方法の目的と算出方法について理解している。 

[知識・理解］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

自己資本比率については他人資本と自己資本の意味について再び生徒に問いかけ、どちら

が多い企業が安心であるかを考えさせながら導き出した。（多くの生徒は借金が少ないほう

が良いと答えた。）流動比率の説明については、企業の倒産について意識をもたせ、資金繰

りに失敗することが倒産に結びつくことから、流動資産と流動負債の比率の重要性を理解さ

せた。（流動比率については、200％以上が好ましいといわれるが、現金商売の企業の場合や

社会的に信用のある企業は銀行が融資してくれる可能性が高いため 100％以下でも問題がな

い場合もあることも補足した。）安全性の指標

の後に収益性の指標である売上総利益率につ

いて原価率と対応させながら解説し、営業利

益率や純利益率も合わせて確認した。最後に

総資本利益率（ＲＯＡ）と自己資本利益率（Ｒ

ＯＥ）の違いを株主の立場をより意識させな

がら考えさせた。同じ利益であれば、総資本

の大きい会社と小さい会社ではどちらがよい

と考えるかなど例を挙げた。 

 

＜生徒の様子＞ 

分析項目に応じて、必要な計算式を用いてそれぞれの比率をワークシート

①に記入していた。 

 

安全性の指標である自己資本比率と流動比率については、指標の意味についてもしっかり

と理解できている生徒が多く、迷わず答えていた。 

収益性の指標である売上総利益率、総資本利益率（ＲＯＡ）、自己資本利益率（ＲＯＥ）

については半分くらいの生徒が理解していた。安全性・収益性ともに理解できた生徒をＢと

評価した。理解が不足している生徒は、使用する値を混同してしまうことや、ＲＯＡとＲＯ

Ｅの区別のつかないことがあった。このような生徒に対しては、補足の説明を行うことで理

解することができた。また、Ａと評価できるレベルまで達している生徒はいなかった。 
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図１ 授業の様子 

 

①授業の理解度について 

＜理解できた生徒＞ 

・ボックス図や表を使って、説明も例を挙げていたので分かりやすかったから。 

・学校で勉強している簿記が、社会でどう使われているのかを理解することができた。 

＜理解できなかった生徒＞ 

・何となく理解できた気がするが、やはりよく分からないところもあるため。 

・何となくでは分かるが、どれも大切なのではないかということくらいしか理解できなかっ

たから。 

 

②大切だと思ったこと 

・自分が会社に入るときに、見るべき所をちゃんと見極められるように学ぶこと。 

・自分が将来就きたい会社の安全性や収益性について知ることはとても大切だと思った。 

・売上がどのくらい多いかくらいで表を見ていたけど、その会社の安全性や収益性を知るた

めにも、貸借対照表や損益計算書があるのだなと思った。 

 

③授業の感想 

・実際の会社の貸借対照表を使って財務分析をやってみて、改めて簿記を勉強することの大

切さを感じることができた。 

・財務諸表の見方が分かるようになり、自分が将来会社を選ぶときに生かせる知識だと思い

ました。 

図２ 生徒の記述 

 

(ｴ) 成果と課題 

スクリーンの位置に問題があり、窓際の生徒からはやや見づらい状況となってしまった。

また、伝えるべき内容をすべてスライドにしたため、黒板を活用できず、授業のまとめを一

目で確認できる状態にできなかったことが反省材料として挙げられる。比率の意味を伝える

ことを第一に考えていたため、多くの企業の比率を計算する機会を与えられなかった点も悔

やまれる。 

次時はＢ社についてボックス図で表し、比率の計算をした上で２社を比較して分析を行う。

本時と同様にプレゼンテーションソフトを使用し、Ａ・Ｂ社の比較をすることになる。財務

分析は１社だけでやるよりも、業界別や複数の企業を比較することで得られる情報が増える

ため、常に株主の立場などを考えたうえで、どういった数値が好ましいのかを考えさせなが
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ら取り組ませたい。 

今回の授業において努力を要する生徒が数名いた。その理由について確認すると、何とな

くしか分からないと回答しており、計算式は理解できるが、どのように活用するかが不明確

であるように感じられた。同様の企業分析を重ねることにより、より明確に理解できると思

われるため、今後の活動を通じて理解度を深めていきたい。 

 

ウ ７・８時間目の授業 「財務諸表分析の実際」 

(ｱ) 本時のねらい 

グループごとに選んだ企業について財務分析の結果をまとめ、資料を提示しながら発表す

る。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・本時の学習課題を確認する。 ・各班の分析結果はあくまでも、私見であり全て

ではないことを確認する。 

展開 

・グループごとにプレゼンテーションソ

フトを利用し、分析結果を発表する。 

・発表順以外の時は、他のグループの評

価をする。 

・他のグループの発表について、評価を行うよう

に指示する。 

評価規準８ グループごとに選んだ企業につい

て財務分析の結果をまとめ、資料

を提示しながら発表する。 

[思考・判断・表現］ 

（ワークシート、発表資料） 

・グループごとに自己評価及び他のグループの評

価をまとめる。 

まとめ 

・この単元を振り返りまとめる。 ・財務分析ができる能力の必要性を確認する。 

・財務諸表を「作る力」だけでなく「読む力」の

重要性について考えさせる。 

・株主の立場（長期に保持目的、利殖目的）の違

いでも必要となる比率は異なることや、複数の

分析方法を用いながら多面的に分析をする必要

性を確認し、有価証券を「読む力」の重要性を

再確認して今後の課題研究などにおいても活用

することについても促す。 

 

(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準８） 

各グループが担当した業界別の２社について、有価証券報告書のデータを分析した結果

をプレゼンテーションソフトにまとめさせ発表を行った。各班の発表に対し、それぞれが

評価（他者評価）を行うとともに自己評価を実施した。２時間をかけ、全 10 グループが発

表を行った。 
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評価規準８ グループごとに選んだ企業について財務分析の結果をまとめ、資料を提示しな

がら発表する。 

[思考・判断・表現］（ワークシート、発表資料） 

 

指示した内容・展開 

有価証券報告書のデータについてボックス図を用いて企業分析を行い、スライドにまとめ

たものを発表するよう授業を行った。また、他のグループが発表を行っている際、発表につ

いて評価するように進めた。 

 

＜生徒の様子＞ 

グループで助け合いながら財務分析をして、自分たちなりの考えを導き出

していた。 

 

どのグループも当初予想した以上のものを作り上げて発表した。こちらが求めた２社の企

業紹介、Ｂ／Ｓ・Ｐ／Ｌ比較、財務分析、将来予想、そしてまとめ、とこれまで学んだ学習

内容を存分に活用したものとなったため、ほぼ全員Ｂと評価した。また、グループ全体をま

とめながら進めることができた生徒をＡと評価した。 

 

  

図３ 発表の様子 
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図４ グループ発表時のスライド資料 

  

(ｴ) 成果と課題 

今回の研究では、生徒を 10 グループに分けそれぞれが分析をしたことで、異なる業種の発

表を見ることができ、業界ごとの財務状況などの特徴を知ることができたように思える。同

じ流動比率でも業界によってはよいと捉えられたり、悪いと捉えられたりすることも感じ

取ってもらえたはずである。検定指導では一企業の比率の計算を中心に分析を行うことが多

いが、実際に様々な企業を比較させることで、分析結果についていろいろな見方ができるこ

とを知るねらいも達成できたように思える。 

 

３ 生徒の変容把握 
財務分析は、生徒にとって興味のもちにくい分野ということもあり、身近な企業を例に挙げて分

析をしていくという手法をとった。また、ただ計算して比率を求めるのではなく、その企業のＢ／

Ｓ・Ｐ／Ｌがどのような比率なのかを理解した上で、まず企業の状態を推測し、その上で株主が知

りたいと考える比率を調べていく過程を通じて比率の意味を理解させ、求め方につなげていった。

通常の会計や、ビジネス計算の中で行う比率だけを求めることをしているよりも、どの業界のどの

ような財政状態の企業であるのかという背景を考えた上で比率を求めるということにより、自ら判

断する大切さを学ぶことができたのではないだろうか。 

また、最後にまとめたものを発表することにより、多くの業界の財務分析結果を見比べながら学

べることは、生徒にとって業界の違いを知る上では、今まで以上に実務に即した実践的学習となっ

たと考えられる。 
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・実際に自分たちが選んだ会社を分析することで、より分析方法を理解すること

ができた。有価証券報告書の内容がどの会社も同じように見えていたが、分析

することで、企業ごとの特徴を知ることができた。 

・この授業を受けたことで、自己資本比率などについてどのような意味があるの

か深く理解することができた。これからは、安全性や収益性を求める問題が出

たときは、答えを出して終わりにするのではなく、授業で学んだことを思い出

しながら勉強していきたいと思いました。 

・今回の授業を通して、財務分析についての理解が深まったと思う。社会に出て

も活用できるように、蓄えた知識を大切にしたいと思った。また、学習したこ

とを来年の就職活動に生かすことができたらと思った。難しい内容であった

が、財務分析について学ぶことができてよかったと思う。 

図５ 生徒の感想 

 

４ まとめ 
「財務諸表を作成する例題および財務諸表を通して企業の経営成績や財政状態を分析し判断する

例題などを企業における実務に即して工夫し，適宜扱うようにする必要がある」という学習指導要

領の一文に即した授業を行うことができたように感じる。この自ら考え判断し、表現する授業で生

徒が学んだことを、今後、社会人としてのステージにおいて自ら考え判断することができるよう、

さらに指導を続けていきたい。 

また、今回の一番の目標であった、「身近に存在する企業の財務諸表を多角的に比較・分析し、主

体的に考察する活動を行い、発表すること」ができたのではないかと考える。これらを通して、他

者の意見を踏まえながら自らの考えを深めることによって、生徒一人一人の能力が十分に発揮され、

社会の活力が向上されることにより、日本の国力が向上する一役を担う生徒を育成することができ

れば教員としてこれ以上の喜びはない。 
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＜資料１＞ ２時間目の授業で用いた「スライド」 

  

総資産
1,743＋4,902＝6,645

純資産 4,937

純資産÷総資産

4,937÷6,645

Ａ社の自己資本比率

７４．３ ％

ちなみに
他社の自己資本比率
東芝 ２０．７％
ｱｻﾋﾋﾞｰﾙ ４０．３％

など

 

流動負債 1,097

流動資産 1,743

流動資産÷流動負債

1,743 ÷ 1,097

Ａ社の流動比率

１５８．８ ％

ちなみに
他社の流動比率
ｽﾀｰﾊﾞｯｸｽｺｰﾋｰ

１５９．７％
トヨタ １０７．１％

など  

売上高 4,735

売上総利益 1,725

売上総利益÷売上高

1,725 ÷ 4,735

Ａ社の売上総利益率

３６．４ ％

ちなみに
他社の売上総利益率
大正製薬 ６４．５％
マツキヨ ２７．４％

など

 

総資本 6,645

当期純利益 705

当期純利益÷総資本

705 ÷ 6,645

Ａ社の総資産利益率（Ｒ
ＯＡ）

１０．６ ％

ちなみに
他社のＲＯＡ
ﾄﾞﾝｷﾎｰﾃ ２．８％
トヨタ ４．３％

など

 

自己資本 4,937

当期純利益 705

当期純利益÷自己資本

705 ÷ 4,937

Ａ社の自己資本利益率
（ＲＯＥ）

１４．２ ％

ちなみに
他社のＲＯＥ
栃木銀行 ５．９％
トヨタ １２．６％

など

株主から集めたお金

 

Ａ社とＢ社のＲＯＡはどちらが良いでしょう？
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＜資料２－１＞ ２時間目の授業で用いた「ワークシート①」（表面） 
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＜資料２－２＞ ２時間目の授業で用いた「ワークシート①」（裏面） 
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＜資料３＞ ２時間目の授業で用いた「自己評価表」 
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１ 本事例の概要 
科目「ビジネス情報」においては、「情報通信ネットワークの導入やソフトウェアの活用に関する

知識と技術を習得させ，情報を効率的に処理することの重要性について理解させるとともに，ビジ

ネスの諸活動においてコンピュータを適切に運用する能力と態度を育てる。」ことが目標となってい

る。 

ねらいとしては、ビジネスに関する情報を処理するために必要な情報通信ネットワークの導入及

び表計算ソフトウェアやデータベースソフトウェアの活用に関する知識と技術を習得させ、情報通

信ネットワークやソフトウェアの活用及び簡易なシステムの開発により、情報を効率的に処理する

ことの重要性について理解させるとともに、ビジネスの諸活動においてコンピュータを適切に運用

する能力と態度を育てることにある。 

この科目の指導に当たっては、ビジネスの諸活動においてコンピュータを適切に運用できるよう

にすることが大切である。このため、ビジネスの諸活動に応じた課題を設定し、情報通信ネットワー

クの導入と円滑な運用、表計算ソフトウェアやデータベースソフトウェアの活用及び簡易なビジネ

ス情報システムの開発に関する実習を取り入れるようにする。 

 

２ 授業実践 
(1) 単元名 表計算ソフトウェアの活用 「オペレーションズリサーチの基礎」 

 

(2) 単元の目標 

在庫管理、線形計画法及び待ち行列の基礎的な内容について理解させるとともに、表計算ソフ

トウェアを活用して、発注量と発注時期の決定、制約条件下における最適解の計算、待ち行列に

関するシミュレーションを行うための技法を習得させる。 

 

(3) 単元の評価規準 

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 技能 知識・理解 

①待ち行列が日常生活

のどのような場面で

発生しているか探究

しようとしている。 

 

①待ち行列の理論が適

用できる場面を判断

し、制約条件などにつ

いて導き出した考え

を表現している。 

 

①ＡＢＣ分析表及びパ

レート図について、資

料を基に正確に作成

する技術を身に付い

ている。 

②表計算ソフトウェア

を活用したシミュ

レーションによる最

適解の求め方が身に

付いている。 

③表計算ソフトウェア

を利用して、最適解を

求めるための必要な

①在庫管理を実施する

上で、最適発注量を求

める方法について理

解している。 

②シミュレーションの

機能や線形計画法の

内容を理解している。 

③待ち行列についての

シミュレーションを

行い、待ち行列が発生

する仕組みを理解し

ている。 

④相関係数について、表

事例３ 科目「ビジネス情報」における指導と評価の工夫 
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 関数式や、制約条件を

適切に用いてグラフ

を作成している。 

④平均到着率や平均

サービス率から、平均

利用率や平均待ち時

間などを算出するこ

とができる。 

⑤散布図や回帰直線の

グラフについて資料

を基に作成できる。 

計算ソフトウェアで

算出した結果を適切

に分析しまとめるこ

とができる。 

⑤回帰分析により、予測

値を算出する方法を

理解している。 

 

(4) 単元の指導計画と評価計画（８時間） 

時
間 

○ねらい 

・学習活動 

評価の観点 
評価規準 

関 思 技 知 

１ オペレーションズリサーチ 

○在庫管理における、最適発注量の

算出方法を理解する。 

・在庫管理の意義と内容について理解

する。 

・最適発注量を算出する方法について

理解する。 

・ＥＯＱ公式を用いた最適発注量の算

出方法について理解する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

１ 在庫管理を実施する上で、最適発

注量を求める方法について理解

している。 

 

２ ＡＢＣ分析 

○表計算ソフトウェアを利用した

ＡＢＣ分析表及びパレート図を

正確に作成する方法を習得する。 

・ＡＢＣ分析の意義と内容について理

解する。 

・ＡＢＣ分析表、パレート図の作成に

ついて表計算ソフトウェアを活用し

作成する。 

・ＡＢＣ分析表とパレート図から各商

品の在庫管理について分析する方法

を理解する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＡＢＣ分析表及びパレート図に

ついて、資料を基に正確に作成す

る技術を身に付いている。 
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３ シミュレーション 

○複数のシミュレーション方法に

ついて、制約条件に応じた最適解

を求める方法を習得する。 

・ゴールシークについて内容とともに

表計算ソフトウェアの操作方法を理

解する。 

・シナリオについて表計算ソフトウェ

アの活用方法を習得する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

② 

  

 

 

 

３ 表計算ソフトウェアを活用した

シミュレーションによる最適解

の求め方が身に付いている。 

４ 線形計画法 

○線形計画法の基礎的な内容を理

解し、表計算ソフトウェアを活用

した最適解の計算方法を習得す

る。 

・線形計画法について基礎的・基本的

な知識を理解する。 

・ソルバーの制約条件などを資料から

適切に読み取り、グラフを作成する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ シミュレーションの機能や線形

計画法の内容を理解している。 

５ 表計算ソフトウェアを利用して、

最適解を求めるための必要な関

数式や、制約条件を適切に用いて

グラフを作成している。 

５ 待ち行列、到着間隔とサービス時間 

○待ち行列の意義や内容について

理解し、日常生活のどのような場

面で待ち行列が発生しているか

考察する。 

・日常生活の中で、待ち行列が発生し

ている場面を考え、ワークシートに

まとめる。 

・周囲の人とペアを作り、サイコロを

使って待ち行列についてのシミュ

レーションを行い、理解を深める。 

・待ち時間の計算の練習問題に取り組

み、予想待ち時間を求める。 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

６ 待ち行列が日常生活のどのよう

な場面で発生しているか探究し

ようとしている。 

７ 待ち行列についてのシミュレー

ションを行い、待ち行列が発生す

る仕組みを理解している。 

６ 待ち行列のモデル（Ｍ／Ｍ／１） 

○待ち行列の公式を用いた平均利

用率や平均待ち時間などの算出

方法を習得するとともに、その活

用場面について思慮を深め、考え

を表現することができる。 

・待ち行列の公式について理解する。 

・演習問題について、待ち行列の公式

などを表計算ソフトウェアに適切に

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 平均到着率や平均サービス率か

ら、平均利用率や平均待ち時間な
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設定する。 

・日常において待ち行列の理論が適用

できる場面を考え、制約条件などに

ついて考察し、ワークシートにまと

める。 

 

① 

どを算出することができる。 

９ 待ち行列の理論が適用できる場

面を判断し、制約条件などについ

て導き出した考えを表現してい

る。 

７ 相関分析 

○散布図や回帰直線を作成すると

ともに、相関分析の方法について

理解する。 

・散布図や回帰直線のグラフを作成し、

グラフを基に分析を行う。 

・相関係数を求める操作方法を習得す

るとともに、相関係数について理解

する。 

 

 

 

  

 

 

 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

④ 

 

 

 

 

10 散布図や回帰直線のグラフにつ

いて資料を基に作成できる。 

11 相関係数について、表計算ソフト

ウェアで算出した結果を適切に

分析しまとめることができる。 

８ 相関分析 

ヒストグラム 

○表計算ソフトウェアのデータ分

析機能を活用し、回帰分析による

予測値を算出する。また、ヒスト

グラムを作成するにあたり適切

なデータ区間を設定する。 

・表計算ソフトウェアを用いて、回帰

分析機能について演習を行い、その

活用法を理解する。 

・回帰分析により予測の立て方につい

て理解する。 

・ヒストグラムや度数分布表の作成方

法について習得する。 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 回帰分析により、予測値を算出す

る方法を理解している。 

太字囲みの時間について事例を示す。 

 

(5) 授業の概要 

ここでは、単元の導入である１時間目及び発展的な内容を取り扱った５～６時間目を報告する。

概要は以下のとおりである。 

 

ア １時間目の授業 「オペレーションズリサーチ」 

(ｱ) 本時のねらい 

在庫管理における、最適発注量の必要性を理解する。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・本時の教科書における内容と学習課題

を確認する。 

 



－ 47 － 

展開 

・オペレーションズリサーチと在庫管理

の説明を聞き内容を理解する。また、

演習等を通して内容をよく考察する。 

・在庫管理の必要性を考える。 

・最適発注量の計算を演習し、在庫管理

における最適発注量を求める。 

 

・ＥＯＱ公式を用いた最適発注量の計算

を演習し、ＳＱＲＴ関数の利用を学習

する。 

・在庫管理の有用性を理解する。 

・オペレーションズリサーチの一つに在庫管理が

あることを理解させる。 

評価規準１ 在庫管理を実施する上で、最適発

注量を求める方法について理解し

ている。 

［知識・理解］ 

（ワークシート） 

・演習を通して、在庫管理の有用性と最適発注量

の効果について考えるように促す。 

・机間指導をして、個人の意見がまとまったとこ

ろで、周りの人と意見交換するように指示する。 

まとめ ・本時の学習内容を振り返る。  

 

(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準１） 

ワークシート①を使用し、オペレーションズリサーチ（ＯＲ）の補足説明をするととも

に、意思決定を数学的に行う手法であり、企業における経営手法として応用されるように

なったことを確認する。また、在庫管理の必要性や有用性とは何か、ワークシート①に自

分の考えを記入する。 

 

評価規準１ 在庫管理を実施する上で、最適発注量を求める方法について理解している。 

［知識・理解］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

補足説明により、様々な分野で活用されていることを理解することができ、なぜ在庫管理

が必要なのか、ワークシート①に自らの考えを記入することができた。 

例題の演習により、在庫管理の必要性と最適発注量に関して一層の理解を促すことができ

た。次に発注量の変動による在庫費用と発注費用の変動を考察し、ワークシート①に解答す

るよう指示した。 

 

＜生徒の様子＞ 

生徒は、なぜ在庫管理が必要なのか、考えることができていた。 

 

ワークシート①の記述より評価した。全員が最適発注量を求めるための資料を適切に作成

し、最適発注量を考えることができていたのでＢと評価した。また、こちらで示した資料の

数値を変えて求めている生徒についてはＡと評価した。 

 

 

・在庫管理の重要性について理解することができた。 

・さらに様々な知識を深め、将来に役立てたいと思う。 

・在庫管理が費用管理であることを知ることができた。 

図１ 生徒の感想 
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(ｴ) 成果と課題 

生徒は例題による演習やワークシート①への記入を通して、在庫管理の重要性について関

心を深め、発注量の変動による在庫費用や発注費用について考えることができた。また、最

適発注量を導き出す技法などの知識・理解を高めることができたと考える。 

 

イ ５時間目の授業 「待ち行列、到着間隔とサービス時間」 

(ｱ) 本時のねらい 

待ち行列の意義や内容について理解し、日常生活のどのような場面で待ち行列が発生して

いるか考察する。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・本時の教科書における内容と学習課題

を確認する。 

 

展開 

・待ち行列の説明を聞き理解する。また、

演習等を通して内容をよく考察する。 

・ワークシート⑤に日常生活で思い付い

た待ち行列とその要因について記入

する。 

・ペアワークでサイコロを使用し、待ち

行列の発生する状況をシミュレー

ションする。 

 

 

 

 

 

 

 

・待ち時間の計算とその練習問題を演習

し、到着間隔とサービス時間が重要な

要素であることを理解し、予想待ち時

間を求める。 

・各自に乱数を用いた待ち行列表を作成

させ、シミュレーションする。 

 

 

 

 

・オペレーションズリサーチの一つに待ち行列が

あることを理解させる。 

・身近な待ち行列の例を挙げさせ、課題等を考え

させる。 

・スーパーのレジなど、分かりやすい例で説明す

る。 

・ペアワークで作業し、結果をまとめさせる。な

お、グラフなどで視覚的に確認できるようにす

る。 

評価規準６ 待ち行列が日常生活のどのような

場面で発生しているか探究しよう

としている。 

［関心・意欲・態度］ 

（ワークシート） 

 

・表計算ソフトウェアを用いて演習を行わせる。 

・乱数を用いた待ち行列表を設計させる。 

・進度が速い生徒には、条件を変えた場合のシミュ

レーションを考えさせる。 

評価規準７ 待ち行列についてのシミュレー

ションを行い、待ち行列が発生す

る仕組みを理解している。 

［知識・理解］ 

（ワークシート） 
 

まとめ ・本時の学習内容を振り返る。  
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(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準６） 

待ち時間の計算とその練習問題を演習するとともに、各自に乱数を用いた待ち行列表を

作成させ、シミュレーションする。また、進度が速い生徒には条件を変えた場合のシミュ

レーションを考えさせる。 

 

評価規準６ 待ち行列が日常生活のどのような場面で発生しているか探究しようとしてい

る。 

［関心・意欲・態度］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

例題や練習問題等の演習をもとに、日常生活においてどのような場面で待ち行列が発生し

ているか、よく考えてみるように促した。 

 

＜生徒の様子＞ 

ほとんどの生徒が、日常生活の待ち行列を積極的に考え、課題について記

述していた。 

 

ワークシート⑤により評価した。記入欄に二つの記述が適切な内容でまとめられた生徒に

ついてはＢと評価した。さらに三つ以上記入できた生徒についてはＡと判断した。日常生活

の中の具体的な事柄を書き出すことができない生徒に対しては、事例を示しながら説明する

ことで、ワークシート⑤に記述することができた。 

 

ｂ 展開（評価規準７） 

ワークシート⑤に日常生活で思い付いた待ち行列とその要因を記入し意見交換を行った

後、ペアワークでサイコロを使用し、待ち行列の発生する状況についてのシミュレーショ

ンを行った。シミュレーションを行う前提条件として、サービス提供時間やサイコロの出

た目により、レジ到着間隔を設定し、最大待ち人数と最後の待ち人数をワークシート⑤に

まとめ、発表をさせた。 

 

評価規準７ 待ち行列についてのシミュレーションを行い、待ち行列が発生する仕組みを理

解している。 

［知識・理解］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

ペアや周囲の生徒に相談しながら、ワークシート⑤へ記入するように促す。ワークシート

⑤の記入ができない生徒には、周囲の意見を聞くことよう指示する。また、机間指導により、

演習進度を確認し、遅れている場合は助言を行う。 

 

＜生徒の様子＞ 

ほとんどの生徒が意見を出し合いながら、シミュレーションを行い課題に

ついて考えようとしていた。 
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ワークシート⑤の記述より評価した。ほぼ全員の生徒が待ち行列の発生の仕組みをきちん

と理解し、シミュレーションの結果について適切にワークシート⑤にまとめることができた

のでＢと評価した。さらに条件を変えながらシミュレーションしていた生徒をＡと判断し

た。 

 

(ｴ) 成果と課題 

生徒は、日常のあらゆる場面で待ち行列が発生していることを見つけ出すことが出来て

いた。さらに、サイコロや乱数を使いそれぞれの場面ごとにシミュレーションを行うこと

で、より具体的な数値により理解が深まったように感じていた。 

 

ウ ６時間目の授業 「待ち行列のモデル（Ｍ／Ｍ／１）」 

(ｱ) 本時のねらい 

待ち行列の公式を用いた平均利用率や平均待ち時間などの算出方法を習得するとともに、

その活用場面について思慮を深め、考えを表現することができる。 

 

(ｲ) 本時の展開 

 学習活動 指導上の留意点 評価規準［観点］（評価方法） 

導入 
・本時の教科書における内容と学習課題

を確認する。 

 

展開 

・次の説明を聞き理解する。また、演習

等を通して内容をよく考察する。 

・待ち行列モデルの一つである、Ｍ／Ｍ

／１の説明を聞き理解する。 

・平均待ち時間のシミュレーションとそ

の練習問題を演習し、平均待ち時間等

の分析を行う。 

・応用課題として、様々な待ち行列を想

定・検証し、そのシミュレーションを

行う。 

 

 

 

 

 

・待ち行列の公式を活用し、平均利用率や平均待

ち時間などを算出させる。 

・分析結果を基に折れ線グラフを作成させる。 

評価規準８ 平均到着率や平均サービス率か

ら、平均利用率や平均待ち時間

などを算出することができる。 

［技能］（ワークシート） 

 

・日常生活での待ち行列を想定し、シミュレーショ

ンさせ、その意義と仕組みを理解させる。 

評価規準９ 待ち行列の理論が適用できる場面

を判断し、制約条件などについて

導き出した考えを表現している。 

［思考・判断・表現］ 

（ワークシート） 
 

まとめ 

・本時の学習内容をまとめる。また、シ

ミュレーションの長所と短所につい

て説明し、問題解決の多くの場面で使

用できることを振り返る。 

・シミュレーションは制約条件など現実との乖離

があるが、何度でも実行することができること

などを理解させる。 
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(ｳ) 指導と評価の様子 

ａ 展開（評価規準８） 

待ち行列モデルの一つであるＭ／Ｍ／１の説明を行う。また、平均待ち時間のシミュレー

ションとその練習問題を演習し、平均待ち時間等の分析を実施した。 

 

図２ 授業の様子 

 

評価規準８ 平均到着率や平均サービス率から、平均利用率や平均待ち時間などを算出する

ことができる。 

［技能］（ワークシート） 

 

指示した内容・展開 

教科書や板書を基に計算式を考え、計算を行うように指示した。 

 

＜生徒の様子＞ 

生徒は、待ち行列の理論が適用できる場面を考えながら作業を行っていた。 

 

例題や練習問題の演習等をワークシートにより評価した。ほぼ全員、ワークシート⑥にき

ちんと記入し、演習に取り組んでおりＢと判断した。さらに意欲的で発展的な内容に率先し

て取り組む生徒には、Ａと判断した。 

 

ｂ 展開（評価規準９） 

前時でワークシート⑤に記入した日常における待ち行列、またはその後考えた待ち行列

を基に、ペアワークで前提条件を想定し、発生する状況をシミュレーションする。モデル

としてはＭ／Ｍ／１とし、客の到着時間がランダム、サービス時間がランダム、窓口が一

つ又は対応が一人の形とする。また、客が○分あたり○人と仮定し、公式により平均到着

率と平均到着間隔を求め、乱数を使用して分析を行う。さらに、進度の速い生徒は追加条

件を設定し、検証分析を行う指示をする。 

最後に、ワークシート⑥の各問いに解答するとともに、自己評価及び感想を記入し、発

表させる。 

 

評価規準９ 待ち行列の理論が適用できる場面を判断し、制約条件などについて導き出した

考えを表現している。 

［思考・判断・表現］（ワークシート） 
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指示した内容・展開 

待ち行列の事例を想定し、検証する演習が進まない生徒には、ＡＴＭ・診療受付・電話受

付・改札口・交通渋滞等の待ち行列を例示し、周囲の意見を参考にし、協力し展開すること

を促す。また、机間指導により、演習進度の確認を行い状況により助言等を行う。 

 

＜生徒の様子＞ 

生徒は日常生活における様々な待ち行列を考え、意欲的に取り組んでいた。 

 

ワークシート⑥の記述により評価した。各自がワークシート⑥に記入した待ち行列の事例

と前提条件を基に、ペアワークで話し合い、待ち行列の想定・検証を協力して実施し、まと

めてある内容で評価を行った。前提条件については一般的に考えられるものが記述してある

場合をＢと評価した。さらに一歩進んだ待ち行列を想定している生徒にはＡと評価した。ま

た、演習が進まない生徒には、さらに例示した内容などを個別に説明し演習することで、結

果をまとめることができた。 

 

(ｴ) 成果と課題 

生徒は例題による演習やワークシート⑥による記入を通して、待ち行列の意義としくみに

ついて関心を深め、この考え方を日常生活で役立てようと考えることができた。また、待ち

行列の理論が適用できる場面を想定し、よりよい判断ができるよう思考していた。さらに、

公式を活用する方法の知識や理解を深めることができ、生徒たちの学習意欲をより引き出す

要因になったと考える。ただし、演習・作業に予想以上の時間がかかっていまい、丁寧な説

明ができない状況があった。スムーズな授業を展開ができるように綿密な計画がより一層必

要であると感じた。次の機会も生徒が前向きに取り組めるようなねらいを設定し、効果的な

展開を熟考したい。 

 

３ 生徒の変容把握 
８時間が終了した段階で事後アンケートを事前アンケートと同じ内容で実施した。「卒業後の進路

等で、エクセルやワードを活用できる能力は必要である。」の質問に対して、「とても必要である」

と回答した生徒が 10.8％増加した。今回の学習を通し、将来において活用できる能力の必要性をよ

り一層感じた生徒が増えたためと思われる。（図５） 

また、「情報機器（ＰＣ・タブレット・スマートフォン等）

を自由自在に活用したい。」の質問に対して、「ぜひ活用し

たい。」と回答した生徒が 2.7％増加し、「今後、実社会で

情報処理に関する知識・技能は必要である。」の質問に対し

て、「必要である」と回答した生徒も 2.7％増加した。また、

「情報処理の考え方や知識は将来役に立つ」の質問に対し

て、「役に立つ」と回答した生徒も 8.1％増加した。さらに、

「情報通信ネットワークを活用できる能力は必要である。」

の質問に対して、「とても必要である」と回答した生徒は

2.7％増加した。 

これらは、今回の学習を通して、情報に関する関心が深

まり、様々な場面で活用できると有利かつ便利であるとの認識が高まったためと思われる。（図６、

 

図３ 授業の様子 
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図７、図８、図９） 

一方、「情報処理に関する知識や考え方は、他の学習活動や日常生活に必要である。」の質問に対

して、「とても必要である」「必要である」と肯定的な回答をした生徒が 16.2％と大幅に増加した。

これは、待ち行列等の日常生活に関連が深い実例を取り入れた内容で展開したことに起因すると思

われる。この授業を通し、様々な状況において有効な手段を選択し、よりよい判断へと繋げる思考

が少しでも育成できれば幸いである。（図 10） 

「情報処理システムを開発できる力は必要である。」の質問に対して、「とても必要である」と回

答した生徒は減少したものの「必要である」を含めた肯定的な回答をした生徒は 13.5％と大幅に増

加した。（図 11） 

「今後も情報に関する知識・技能を高めたい。」の質問に対して、「とても必要である」「必要であ

る」と肯定的な回答をした生徒も 16.2％と大幅に増加した。つまり、様々な働きかけにより否定的

な意見が減少した結果であると考察できる。（図 12） 

今回の授業において、ペアワークや、物事を多角的に思考し判断する機会を設けたことにより、

指導が充実し、生徒の意識の変容が促された。 

 

・何事もシミュレーションをしておくことが大切だと思った。 

・日ごろから、ただ漠然と行動するのではなく、何がベストチョイスか考えて行動したいと感

じた。 

・いつも意識しないで行動しているので、注目するとおもしろい研究ができそうである。 

図４ 生徒の感想 

 

【アンケートによる調査】 

 

図５ 卒業後の進路等で、エクセルやワードを活用できる能力は必要である 

 

 

図６ 情報機器（ＰＣ・タブレット・スマートフォン等）を自由自在に活用したい 
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図７ 今後、実社会で情報処理に関する知識・技能は必要である 

 

 

図８ 情報処理の考え方や知識は将来役に立つ 

 

 

図９ 情報通信ネットワークを活用できる能力は必要である 

 

 

図 10 情報処理に関する知識やの考え方は、他の学習活動や日常生活に必要である 
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図 11 情報処理システムを開発できる力は必要である 

 

 

図 12 今後も情報に関する知識・技能を高めたい 

 

４ まとめ 
(1) 成果 

本事例では、ペアワークや発表、実技演習などを通し

て、具体的に学び合い、オペレーションズリサーチに関

する様々な知識の理解を深めること、そして、実社会で

少しでも役立てることを目指した指導と評価の工夫を

行った。 

本事例の指導と評価の工夫においては、次のような成

果があったと考える。 

 

① 評価を工夫することで、授業の反省・改善につながっ

た。 

生徒の学習状況を観察・ワークシート・演習成果・

小テスト・質問・発表などの方法により、場面に応じた評価をすることを意識して授業を行っ

た。また、生徒に評価の項目や観点をあらかじめ生徒に伝えたところ、生徒も本時の授業のね

らいを意識するように変化した。 

授業展開においても、生徒の感想・反省を参考に、指導の軌道修正や説明等の不十分な点を

明確にし、次の時間に改善するよう心掛けた。 

 

② 授業中の個別的な支援が容易となり、生徒の理解を促すことができた。 

授業ごとに評価規準を設定し、それを判断する方法を明確にした。これにより、進度の遅い

生徒や理解不足の生徒をすぐに把握し、適切な助言をしたり、手立てを講じたりすることがで
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図 13 授業の様子 



－ 56 － 

きた。さらに、理解力が高く意欲的な生徒には、発展的な内容にも取り組ませることもできた。

生徒の理解に合わせた指導ができる点はとても有効であった。 

 

③ ペアワークやワークシートの活用により、主体的に学ぶ意欲や表現力が高まり、達成感を味

わうことができた。 

日常生活における事例を想定し、ペアワークで作業し、その前提条件等を話し合い、毎時の

学習内容に即したワークシートに記入し発表することにより、表現力が高まった。また、各課

題に取り組み、何度も様々な考えを巡らせることにより、思考力も高まり、学ぶことの楽しさ

を味わうことができた。これらの積み重ねの行動が、生徒一人一人の成長につながり、学びの

達成感を味わうことができた。 

 

(2) 課題 

ペアワークや演習を取り入れた授業は、生徒を主体的に考えさせる方法として適切であった。

しかし、授業時数の関係上、時間の確保が困難であった。年間の指導計画や単元の指導計画を作

成する時点で十分な検討が必要である。 

また、評価項目の精選や評価の場面と内容が適切であるかを検討し、授業実践を重ねながら改

善していくことで、指導と評価の一体化につながるように感じたが、他の教員との連携を図りな

がら実践していくことが今回の研究においてできなかったことが残念である。 

今回のような指導と評価の工夫により、教科指導の充実がより一層図られ、生徒一人一人が有

している能力が十分に発揮される。このことにより、更に能力と資質が醸成され、将来を担う人

材の育成につながり、様々な分野での活躍・貢献が可能になるのではないだろうか。 
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＜資料１＞ １時間目の授業で用いた「ワークシート①」 
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＜資料２＞ ５時間目の授業で用いた「ワークシート⑤」 
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＜資料３＞ ６時間目の授業で用いた「ワークシート⑥」 
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＜資料４＞ ６時間目の授業で用いた「演習プリント」 
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Ⅲ おわりに 

今回の研究調査では、商業科における指導と評価の一体化を目指し、科目「ビジネス基礎」、「財務

会計Ⅰ」、「ビジネス情報」において、生徒の学習活動が授業中の見取りのヒントとなるような学習形

態の工夫や、ワークシートの工夫などに取り組んだ。観点別評価が定着しない現状を踏まえ、確実な

評価を無理なく実践できる取組について紹介できればと考えた。そこで、１単位時間あたりの評価の

回数を１～２回にすることで、確実な見取りが行えるようにした。また、評価の見取りに関しては、

知識や技能に偏りが生じないように留意しながら計画を立て、生徒の主体的な学習活動を取り入れた

り、表現する場を設けたりしながら、すべての観点を評価できるようにした。こうした内容を取り入

れた授業を研究協力委員の協力を得て実践することができた。 

事例１では、企業の求人票を基に、企業の福利厚生や社会保険制度などがどのように設定されてい

るかについて確認することで企業に対する基礎的な知識と技術を習得させるとともに、経済社会の一

員としての望ましい心構えを身に付けさせることを目標にした。事例２では、グループごとに実在の

企業の財務諸表分析を行うことで、企業の会計情報を利害関係者に提供する能力と態度を育てること

を目標にした。事例３では、表計算ソフトウェアの機能を活用しシミュレーションすることで、様々

な状況を確認しながら知識の定着を図るとともに、コンピュータを適切に運用する能力と態度を育て

ることを目標にした。すべての事例において、生徒の進路の多様化に対応する観点から、商業の各分

野で学習する内容と関連する職業とのつながりに着目し、将来の職業を見通し学び続ける力の育成を

目指した。 

事例を通して得られたものとしては、本時のねらいに即した評価規準と評価場面が明確になってい

ると、進度の遅い生徒や理解不足の生徒に対し適切なタイミングで声掛けができ、個に応じた指導が

しやすくなるということである。また、生徒も本時のねらいを示されることで、意欲的に学習に取り

組む姿勢が高まり、主体的に学習に取り組む態度を身に付けられることとなる。 

すべての生徒に確かな学力を身に付けさせるには、適切な目標を設定して日々の指導を工夫するこ

ととともに、生徒の実現状況を確実に把握し、さらにその後の指導に生かすことが大切となる。例え

ば実現状況があまり良好でない生徒には、知識や技能を身に付けさせることを重視しつつ、適宜生徒

の興味を引く課題を提示して知識や技能を活用させる指導が考えられる。一方、実現状況が良好な生

徒には、はじめに課題を提示してその課題を解決する中で知識や技能を身に付けさせる指導が考えら

れる。このような生徒の実現状況に基づいた指導の工夫を行うには、生徒の実現状況を目標に照らし

て分析的にとらえることが必要であり、それには目標に準拠した学習評価により観点別学習状況の評

価を行うことが適している。目標に準拠した学習評価により観点別学習状況の評価を行うことで、生

徒一人一人の実現状況を確実に把握するとともに、進歩したところや他と比べ優れたところなどを把

握することができる。それらを適宜伝えることで生徒一人一人の学習意欲を向上させることにもつな

がるのである。 
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